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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第３四半期累計期間
第52期

第３四半期累計期間
第51期

会計期間
自  2012年２月21日
至  2012年11月20日

自  2013年４月１日
至  2013年12月31日

自  2012年２月21日
至  2013年３月31日

売上高 (千円) 15,231,899 15,208,943 22,338,012

経常損失（△） (千円) △746,679 △1,052,472 △1,152,360

四半期(当期)純損失（△） (千円) △2,118,902 △323,713 △2,510,312

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 4,976,635 4,976,635 4,976,635

発行済株式総数 (株) 23,185,983 23,185,983 23,185,983

純資産額 (千円) 4,509,092 3,794,482 4,119,530

総資産額 (千円) 11,064,640 12,472,478 11,283,660

１株当たり四半期
(当期)純損失金額（△）

(円) △91.42 △13.97 △108.31

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.8 30.4 36.5
 

　

回次
第51期

第３四半期会計期間
第52期

第３四半期会計期間

会計期間
自  2012年８月21日
至  2012年11月20日

自  2013年10月１日
至  2013年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又
は四半期純損失金額（△）

(円) △12.65 17.84
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資損益については関連会社の重要性が乏しいため記載を省略しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、ま
た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第51期は決算期変更により2012年２月21日から2013年３月31日までとなっております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

当社は、2007年２月期（第45期）以降営業損失を計上しております。また当第３四半期累計期間にお

いても営業損失10億82百万円、四半期純損失３億23百万円を計上しており、引き続き事業の業績の着実

な改善に取り組んでまいります。当該状況により当社には、将来にわたって事業活動を継続するとの前

提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりますが、「３　財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析(6)事業等のリスクに記載した重要事象等を解消し、又は改善するための対

応策」に記載のとおり、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められなくなったと判断しており

ます。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

 　当第３四半期会計期間において、新たに締結した重要な契約は以下のとおりです。

（株式会社山口本店の食品スーパー事業並びにその関連事業譲受け）

当社は、2013年10月22日開催の取締役会において、株式会社山口本店（栃木県足利市）の食品スー

パー事業並びにその関連事業を譲受けることを決議し、2013年11月１日付で譲受けました。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項　（企業結合等関係）」に記載のとお

りであります。

　

（株式交換契約締結について）

当社は、2013年12月20日開催の取締役会において、株式会社ゼンショーホールディングス（以下、

「ゼンショーホールディングス」といいます。）が当社を完全子会社化するための株式交換（以下「旧

株式交換」といいます。）を行うことを決議し、株式交換契約を締結いたしました。

　その後、ゼンショーホールディングスの完全子会社である株式会社日本リテールホールディングス

（以下、「日本リテールホールディングス」といいます。）を株式交換の当事会社とすることが望まし

いと判断し、2014年１月21日開催の取締役会において、日本リテールホールディングスを株式交換完全

親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「新株式交換」といいます。）を行うことを

決議し、同日、日本リテールホールディングスとの間で株式交換契約（以下「新株式交換契約」といい

ます。）を締結いたしました。

　

１．新株式交換による完全子会社化の目的

日本リテールホールディングスは、2013年12月27日に、ゼンショーホールディングスがグループ経

営において小売事業の一層の効率化を図ることを目的として、同社の完全子会社として設立された会

社であり、その目的に従い、青果販売会社（2013年11月末現在、46店舗を運営）である株式会社ユナ

イテッドベジーズおよび千葉県を中心に食品スーパー10店舗を展開する株式会社マルエイについて、

2014年１月31日付で、ゼンショーホールディングスより同社の保有する両社株式を譲り受けました。

　そのような中、当社については、グループノウハウを活用した全店舗のリニューアルなど相当規模

の投資を早急に実行するとともに、仕入、物流、資金、人的対応などあらゆる面で、より一層のグ
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ループシナジーを活用できる体制の構築が極めて緊急性が高い課題であり、グループの小売事業の中

核であることから、可及的早期にゼンショーホールディングスではなく、日本リテールホールディン

グスの完全子会社となることが望ましいとの判断となり、旧株式交換を取り消し、新株式交換を実行

することといたしました。

また、当社は、本株式交換により日本リテールホールディングスの完全子会社となることで、事業

戦略の共有化、グループ経営の機動性の向上及び経営資源の効率化をより一層進めることができ、こ

れにより仕入、物流、資金、人財などあらゆる面の大幅強化が図られ、当社の企業価値向上を実現で

きるものと判断しております。

ゼンショーホールディングスは、機動的なグループ戦略による更なるグループシナジーの実現を目

指すとともに、日本リテールホールディングスおよび当社は、２社が互いに成長しながら、一体と

なって小売事業を展開していくことにより、両社の企業価値向上のみならず、ゼンショーホールディ

ングスグループとして、グループ経営の一層の充実・強化を推進し、グループ企業価値の更なる向上

を図ってまいります。

　

２．新株式交換の要旨

（１）新株式交換の日程

新株式交換契約締結の取締役会決議日
2014年１月21日（火）

（日本リテールホールディングスおよび当社）

新株式交換契約締結日
2014年１月21日（火）

（日本リテールホールディングスおよび当社）

臨時株主総会
2014年２月25日（火）（予定）

（日本リテールホールディングスおよび当社）

整理銘柄指定日（当社） 2014年２月25日（火）（予定）

最終売買日（当社） 2014年３月19日（水）（予定）

上場廃止日（当社） 2014年３月20日（木）（予定）

効力発生日 2014年３月26日（水）（予定）
 

注１）新株式交換の日程は、旧株式交換の日程と変更しておりません。

　注２）新株式交換の日（効力発生日）は、日本リテールホールディングスおよび当社の

　　　　合意により変更されることがあります。

（２）新株式交換の方式

日本リテールホールディングスを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換

となります。新株式交換は、2014年２月25日開催予定の両社の各臨時株主総会における承認を受けた

うえで、2014年３月26日を効力発生日とする予定です。

（３）新株式交換に係る割当ての内容

日本リテールホールディングスは、会社法第768条第１項第２号の規定に基づき、新株式交換契約

に従い、新株式交換により日本リテールホールディングスが当社の発行済株式の全部を取得する時点

の直前時（以下「基準時」といいます。）における当社の株主に対し、その所有する当社の普通株式

１株につき200円の割合で金銭を交付する予定です。

　なお、当社は、新株式交換の効力発生日の前日までに開催する当社の取締役会決議により、基準時

において保有する全ての自己株式を、基準時において消却する予定です。

（４）新株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

当社は、新株予約権及び新株予約権付社債をいずれも発行しておりません。

　

３．新株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等
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（１）割当ての内容の根拠及び理由

上記のとおり、日本リテールホールディングスは、グループ経営において小売事業の一層の効率化

を図ることを目的として、小売事業を統括する中間ホールディングス会社として設立されたゼン

ショーホールディングスの完全子会社であり、新株式交換と旧株式交換とは、実質的には同視される

ものであることから、日本リテールホールディングスおよび当社の取締役会は、旧株式交換における

割当ての内容に関する検討及び判断は新株式交換にも妥当するものであり、旧株式交換に関する公表

時期である2013年12月20日から本日に至るまで、割当ての内容の根拠および理由に関して、その基礎

となる事実および事情に特に考慮すべき重大な変化はないことからも、旧株式交換から割当ての内容

を変更することは適切でないと判断しております。

　また、新株式交換の対価につきましては、旧株式交換における金銭を対価とすることのメリットが

新株式交換にも妥当するものであることに加え、日本リテールホールディングスが非上場会社である

ことから、同社の株式を対価とすることは適切でなく、旧株式交換と同様に金銭を対価とするのが適

切であると判断しております。

　なお、日本リテールホールディングスによる当社の株式の取得資金につきましては、2014年５月

に、全額グループファイナンスによる調達を予定しており、資金調達面での問題はございません。

　旧株式交換の際の割当ての内容の根拠及び理由につきましては、下記のとおりであります。

本株式交換の対価については、以下の理由により金銭を対価といたしました。当社及びゼンショー

ホールディングスは本株式交換の対価を定めるにあたり、当社の株主への配慮、公正性の担保及び利

益相反の回避に十分留意したうえで慎重に検討を重ねて決定しております。

・本株式交換の対価200円は、2013年12月19日の東京証券取引所における当社普通株式の終値182円に

対して、9.9％（小数点以下第二位四捨五入）のプレミアムとなっており、株主として経営に参画

し、また、将来的なシナジーを享受することができないという点についても、十分に配慮された対価

であると考えております。

・当社の株主の皆様が引き続き株主としての利益を享受し、経営に参画いただきたい場合には、ゼン

ショーホールディングスの株式を購入いただくことにより、ゼンショーホールディングスグループの

株主として間接的に継続いただくことも可能であり、ゼンショーホールディングスの株式は、かかる

選択肢に対して十分な市場流動性を有しています。

　その後、当社とゼンショーホールディングスは、両社で本株式交換の目的、対価等について、それ

ぞれの第三者算定機関から提出を受けた当社の株式価値の分析結果及び助言を慎重に検討し、また各

社において当社の財務状況、業績動向、株価動向等を勘案し、これらを踏まえ両社間で真摯に交渉・

協議を行った結果、本株式交換の対価は、当社の株主の皆様の利益に資するものであると判断いたし

ました。

　また当社は、第三者算定機関である神宮前アカウンティングファームから2013年12月19日付で受領

した株式価値算定書、法務アドバイザーである小澤弁護士からの助言及びゼンショーホールディング

スと利害関係を有しない当社の社外監査役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ている小

澤治夫氏から2013年12月20日付で受領した本株式交換の目的、当社の企業価値向上、交渉過程の手

続、本株式交換の対価の公正性等の観点から総合的に判断して、本株式交換に関する当社の決定が当

社の少数株主にとって不利益でない旨の意見書を踏まえ、取締役会で慎重に審議した結果、市場株価

法に基づく当社の株式価値を超えており、かつゼンショーホールディングスとのシナジー効果を考慮

したディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）に基づく当社の

株式価値の範囲内であって、その内容が合理的なものであると認められる2013年12月19日付の神宮前

アカウンティングファームの株式価値算定書に照らして合理的な水準であることから、当社の株主の
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皆様の利益に資するものであると判断いたしました。

　なお、当社の取締役会は、上記に加え、本株式交換の対価200円が、ゼンショーホールディングス

の連結子会社となった2012年11月時点の当社普通株式の株価（なお、当該公開買付けにおける当社普

通株式の買付価格は150円）と比較して一定以上の高値であることから、当社の上場維持方針を信頼

して同時点以降も株式保有を継続した当社の株主の皆様についても、その利益を不当に侵害するもの

ではないものと判断しております。

　本株式交換の対価200円は、2013年12月19日の東京証券取引所における当社普通株式の終値182円に

対して、9.9％（小数点以下第二位四捨五入）、過去1ヶ月間（2013年11月20日から2013年12月19日ま

で）の株価終値単純平均値184円に対して、8.7％（小数点以下第二位四捨五入）、過去3ヶ月間

（2013年9月20日から2013年12月19日まで）の株価終値単純平均値179円に対して、11.7％（小数点以

下第二位四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた金額となっております。

市場株価法においては、神宮前アカウンティングファームは、2013年12月19日を算定基準日とし

て、対象期間については、株式市場の状況等の諸事情を勘案し、当社の普通株式の東京証券取引所に

おける算定基準日、算定基準日までの１ヶ月間及び３ヶ月間の株価終値単純平均値（算定基準日：

182円、１ヶ月間：184円、３ヶ月間：179円）を算定しております。

当社は、神宮前アカウンティングファームより、本株式交換における対価に関する評価手法、前提

条件及び算定経緯等についての説明を受けることを通じて、神宮前アカウンティングファームによる

上記算定結果の合理性を確認しております。

　他方、ゼンショーホールディングスは、本株式交換の対価については、その公正性・妥当性を確保

するため、当社及びゼンショーホールディングスから独立した第三者算定機関であるＳＭＢＣ日興証

券株式会社（以下、「ＳＭＢＣ日興証券」といいます。）を選定し、2013年12月19日付で、株式価値

算定書を取得しました。なお、ＳＭＢＣ日興証券は、当社及びゼンショーホールディングスの関連当

事者には該当せず、当社及びゼンショーホールディングスとの間で重要な利害関係を有しません。

　ＳＭＢＣ日興証券は、当社について、東京証券取引所に上場しており市場株価が存在することから

市場株価法を、さらに将来の事業活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法を用いて株式価値分析を

行いました。

市場株価法においては、ＳＭＢＣ日興証券は、2013年12月19日を算定基準日として、対象期間につ

いては、株式市場の状況等の諸事情を勘案し、当社の普通株式の東京証券取引所における算定基準日

までの１ヶ月間及び３ヶ月間の株価終値単純平均値（１ヶ月間：184円、３ヶ月間：179円）を採用し

ました。

　ゼンショーホールディングスは、ＳＭＢＣ日興証券より、本株式交換における当社の株式価値に関

する評価手法、前提条件及び算定経緯等についての説明を受けることを通じて、ＳＭＢＣ日興証券に

よる上記算定結果の合理性を確認しております。

（２）上場廃止となる見込み及びその事由

新株式交換の結果、効力発生日である2014年３月26日をもって、当社は日本リテールホールディン

グスの完全子会社となります。それに先立ち、当社株式は、東京証券取引所の上場廃止基準に従い、

所定の手続を経て2014年３月20日に上場廃止（最終売買日は2014年３月19日）となる予定です。上場

廃止後は、東京証券取引所において当社株式を取引することはできません。

新株式交換は、上記１．「新株式交換による完全子会社化の目的」に記載のとおり、日本リテール

ホールディングスおよび当社の企業価値向上のみならず、ゼンショーホールディングスグループとし

て、グループ経営の一層の充実・強化を推進し、グループ企業価値の更なる向上を図ることを目的と

しており、当社の上場廃止を直接の目的とするものではありません。しかし、新株式交換により当社
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が日本リテールホールディングスの完全子会社となる結果、東京証券取引所の上場廃止基準に従って

当社株式は上場廃止する予定です。

　

４．新株式交換の当事会社の概要

　 　

日本リテール
ホールディングス

当社（非連結）

（非連結） 株式交換完全子会社

株式交換完全親会社 　

(１) 名称
株式会社日本リテールホールディン
グス

株式会社マルヤ

(２) 所在地 東京都港区港南二丁目18番１号 埼玉県春日部市小渕243番地

(３)
現在の代表者の
役職・氏名

代表取締役社長　小川　賢太郎 代表取締役社長　乾　祐哉

(４) 事業内容
ゼンショーグループにおける小売事
業の統括及び推進

食料品を中心としたスーパーマー
ケットチェーン

(５) 現在の資本金 10百万円 4,976百万円

(６) 設立年月日 2013年12月27日 1962年8月1日

(７) 現在の発行済株式数 1,000株 23,185,983株

(８) 決算期 3月31日 3月31日
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（９）最近３年間の経営成績及び財政状態

決算期

日本リテールホールディン
グス 当社（非連結）

（非連結）

会社設立後、初回の決算
期が未到来のため、最近
３年間の経営成績及び財
政状態につきましては、
記載しておりません。

2011年 2012年 2013年

２月期 ２月期 ３月期

純資産（百万円） 7,539 6,626 4,119

総資産（百万円） 14,974 12,682 11,283

１株当たり純資産（円） 325.27 285.91 177.74

売上高（百万円） 26,209 23,659 22,338

営業利益（百万円） △654 △388 △1,166

経常利益（百万円） △628 △365 △1,152

当期純利益（百万円） △927 △912 △2,510

１株当たり当期純利益
（円）

△40.00 △39.36 △108.31

１株当たり配当金（円） - - -
 

　

５．新株式交換後の状況

　 　 株式交換完全親会社

(１) 名称 株式会社日本リテールホールディングス

(２) 所在地 東京都港区港南二丁目18番１号

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　小川　賢太郎

(４) 事業内容 ゼンショーグループにおける小売事業の統括及び推進

(５) 資本金 10百万円

(６) 決算期 3月31日

(７) 純資産 現時点では確定しておりません。

(８) 総資産 現時点では確定しておりません。
 

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間（2013年４月１日から2013年12月31日まで)におけるわが国経済は、現政権に

よる経済政策・金融政策の効果により景気回復の動きがみられたものの、未だ可処分所得の本格的な回

復には至っておらず、不透明な状況が続きました。

　当社が属する小売業界におきましては、食材価格及びエネルギーコストが上昇していることに加え、

消費税増税に伴い家計の消費減退が懸念されるなど引き続き厳しい経営環境となっております。

　当社は、このような厳しい事業環境の中、2012年11月に株式会社ゼンショーホールディングスの連結

子会社となり、「地域社会に愛され、信頼される店づくり」という当社の経営理念を達成すべく、グ

ループシナジーを最大限に活用し、生鮮部門の強化や取扱い商品の拡充など抜本的な取組みを行ってお

ります。

　また、物流システムを再構築すべく、鮮魚・青果部門の商品を一括して取扱う生鮮物流センター（埼

玉県上尾市）、精肉・和日配・洋日配部門の商品を一括して取扱うチルド物流センター（埼玉県春日部

市）を新設いたしました。

　店舗面におきましては、一部店舗において設備及び備品の更新や取扱い商品の見直しなどを行い、収

益の改善に取組みました。さらに、2013年11月に栃木県足利市にある株式会社山口本店より食品スー
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パー事業（８店舗）並びにその関連事業の譲受けを行いました。以上の結果、第３四半期末の店舗数

は、その他業態を含め56店舗となりました。現在、全社一丸となった構造改革の途上であり、当第３四

半期累計期間の業績は、営業収益（売上高及び営業収益の合計）161億79百万円、営業損失10億82百万

円、経常損失10億52百万円となり、連結納税制度の適用を前提として繰延税金資産の回収可能性を再検

討し、法人税等調整額６億97百万円を計上した結果、四半期純損失３億23百万円となりました。

(2) 財政状態の分析

資産の残高は124億72百万円で、前事業年度末に比べ11億88百万円増加しました。これは主に、現金

及び預金、建設協力金等が減少した一方、繰延税金資産を計上したこと、建物（純額）、土地等が増加

したことによるものであります。

　負債の残高は86億77百万円で、前事業年度末に比べ15億13百万円増加しました。これは主に、関係会

社借入金（短期・長期）、買掛金等が増加したことによるものであります。

　純資産の残高は37億94百万円で、前事業年度末に比べ３億25百万円減少しました。これは主に、四半

期純損失による利益剰余金の減少によるものであります。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありませ

ん。

(4)研究開発活動

該当事項はありません。

(5) 従業員数

当第３四半期累計期間において、前事業年度末に比べ従業員数が123名減少しておりますが、主とし

て従業員の退職に伴う自然減及び出向によるものであります。

なお、従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であ

ります。

(6)事業等のリスクに記載した重要事象等を解消し、又は改善するための対応策

当社は、2007年２月期（第45期）以降営業損失を計上しております。また当第３四半期累計期間にお

いても営業損失10億82百万円、四半期純損失３億23百万円を計上しており、引き続き事業の業績の着実

な改善に取り組んでまいります。当該状況により当社には、将来にわたって事業活動を継続するとの前

提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりますが、2012年11月に株式会社ゼンショーホー

ルディングスの連結子会社となり、そのグループシナジーを最大限に活用することにより、業績改善に

取り組んでおり、財務的その他の支援も十分に受けることができる環境が整いました。

　このような背景から、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められなくなったと判断し、継続

企業の前提に関する注記の記載を解消しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,300,100

計 40,300,100
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2013年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2014年２月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,185,983 23,185,983
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は
100株であります

計 23,185,983 23,185,983 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2013年10月１日～
2013年12月31日

― 23,185,983 ― 4,976,635 ― ―
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 2013年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　8,100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
23,160,600

231,606 ―

単元未満株式 普通株式　17,283 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 23,185,983 ― ―

総株主の議決権 ― 231,606 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義株式100株（議決権1個）が含まれ

ております。また、「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義株式55株及び、当社所有の

自己株式56株が含まれております。

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2013年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

　 　 2013年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社マルヤ

埼玉県春日部市小渕243番
地

8,100 ― 8,100 0.03

計 ― 8,100 ― 8,100 0.03
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)
就任年月日

代表取締役

社長
― 乾　祐哉

1965年

５月19日

1988年４月 アサヒビール㈱入社

(注) ―
2013年

10月２日

2006年５月 山東朝日緑源農業高新技術有限

　 公司出向総経理

2009年９月 山東朝日緑源乳業有限公司総経

理兼務

2011年９月 アサヒグループホールディング

ス㈱研究開発部門

2013年２月 ㈱ゼンショーホールディングス

入社　グループ経営本部長

2013年６月 同社執行役員グループ経営本部

部長（現任）

2013年10月 当社代表取締役社長（現任）

取締役 ― 原　俊之
1958年

７月13日

1999年２月 ㈱ゼンショー（現㈱ゼンショー

ホールディングス）入社

(注) ―
2013年

10月２日

1999年６月 同社取締役商品部長

2002年10月 同社取締役グループMD本部長

2006年５月 ㈱ココスジャパン取締役

2007年６月 ㈱サンデーサン（現㈱ジョリー

パスタ）取締役

2009年６月 ㈱ゼンショーホールディングス

常務取締役

2013年７月 当社社長執行役員

2013年10月 当社取締役（現任）

取締役 ― 平田　達擴
1960年

７月26日

1985年４月 伊藤ハム㈱入社

(注) ―
2013年

10月２日

2002年６月 米国伊藤ハム社DIV社長

2010年４月 伊藤ハム㈱食肉事業本部ポート

リー部戦略部長

2012年３月 伊藤ハムミート販売西㈱事業推

進部部長

2012年８月 ㈱ゼンショーホールディングス

入社　グループMD本部副本部長

2012年12月 同社グループMD本部長

2013年６月 同社執行役員グループMD本部長

（現任）

2013年10月 当社取締役（現任）
 

(注) 取締役の任期は、就任の時から2014年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　

(2) 退任役員
　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役副会長 ― 竹井功一 2013年７月10日

取締役 MD本部統括部長 村尾利昭 2013年７月10日

取締役 コントローラ 川口昌一 2013年10月２日
 

　

(3) 役職の異動
　

役員の氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

折原　昭
代表取締役副会長 代表取締役社長 2013年７月10日

取締役副会長 代表取締役副会長 2013年10月２日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2013年10月１日から

2013年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(2013年４月１日から2013年12月31日まで)に係る四半期財

務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目

からみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げ

ない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
　(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2013年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,044,458 928,816

売掛金 2,280 3,451

商品 692,007 777,931

貯蔵品 5,787 5,733

その他 530,338 499,252

貸倒引当金 △333 △211

流動資産合計 2,274,538 2,214,974

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,381,241 2,977,345

土地 3,337,841 3,558,766

その他（純額） 186,667 236,177

有形固定資産合計 5,905,750 6,772,289

無形固定資産 187,633 187,223

投資その他の資産

敷金及び保証金 1,614,299 1,534,803

建設協力金 1,075,280 937,157

その他 243,477 843,088

貸倒引当金 △17,319 △17,059

投資その他の資産合計 2,915,738 3,297,990

固定資産合計 9,009,121 10,257,503

資産合計 11,283,660 12,472,478
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(単位：千円)

前事業年度
(2013年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金
※1 1,431,897 1,849,138

関係会社短期借入金 1,600,000 2,566,232

1年内返済予定の長期借入金 393,600 393,600

未払金 498,479 410,964

未払法人税等 42,707 30,421

賞与引当金 27,000 －

店舗閉鎖損失引当金 443,848 219,673

その他 253,969 636,462

流動負債合計 4,691,503 6,106,492

固定負債

長期借入金 1,535,600 1,240,400

関係会社長期借入金 － 365,000

退職給付引当金 233,756 233,577

関係会社事業損失引当金 8,000 8,000

長期預り保証金 365,785 337,171

資産除去債務 217,341 271,516

その他 112,142 115,837

固定負債合計 2,472,626 2,571,503

負債合計 7,164,130 8,677,995

純資産の部

株主資本

資本金 4,976,635 4,976,635

資本剰余金 2,566,915 2,566,915

利益剰余金 △3,422,512 △3,746,225

自己株式 △4,632 △4,681

株主資本合計 4,116,405 3,792,642

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,124 1,839

評価・換算差額等合計 3,124 1,839

純資産合計 4,119,530 3,794,482

負債純資産合計 11,283,660 12,472,478
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 2012年２月21日
　至 2012年11月20日)

当第３四半期累計期間
(自 2013年４月１日
　至 2013年12月31日)

売上高 15,231,899 15,208,943

売上原価 12,001,229 12,426,023

売上総利益 3,230,670 2,782,920

営業収入 925,975 970,917

営業総利益 4,156,646 3,753,837

販売費及び一般管理費

従業員給料及び賞与 1,616,516 1,457,589

賞与引当金繰入額 40,000 －

退職給付費用 41,872 42,978

不動産賃借料 1,150,685 1,081,766

減価償却費 186,449 139,693

その他 1,878,900 2,114,323

販売費及び一般管理費合計 4,914,424 4,836,350

営業損失（△） △757,778 △1,082,512

営業外収益

受取利息 26,634 22,660

受取配当金 2,731 2,870

賞与引当金戻入額 － 27,000

物品売却益 16,038 4,954

その他 20,400 14,384

営業外収益合計 65,805 71,869

営業外費用

支払利息 53,323 41,254

その他 1,383 574

営業外費用合計 54,706 41,829

経常損失（△） △746,679 △1,052,472

特別利益

固定資産売却益 18 69,616

特別利益合計 18 69,616

特別損失

固定資産除却損 15,825 16,785

減損損失 783,366 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 478,000 －

関係会社株式評価損 49,999 －

その他 19,550 －

特別損失合計 1,346,741 16,785

税引前四半期純損失（△） △2,093,402 △999,642

法人税、住民税及び事業税 25,500 21,558

法人税等調整額 － △697,486

法人税等合計 25,500 △675,928

四半期純損失（△） △2,118,902 △323,713
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　
(会計方針の変更等)

当第３四半期累計期間
(自 2013年４月１日 至 2013年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、従来、定率法（ただし、建物（建物付属

設備を除く）については定額法）を採用しておりましたが、連結決算を行っている親会社と会計処理を統一するた

め、第１四半期会計期間から定額法に変更しております。

　この変更は、事業構造改革を進めることに伴い、固定資産の使用状況が変化し安定的に使用されることとなるた

め、定額法が資産の使用状況の実態により適合すると判断したことによるものであります。

　この変更により、従来の方法と比べて、当第３四半期累計期間の営業損失、経常損失および税引前四半期純損失

はそれぞれ35,905千円減少しております。
 

　

(追加情報)

当第３四半期累計期間
(自 2013年４月１日 至 2013年12月31日)

（連結納税制度導入に伴う会計処理）

　当社は、2013年12月20日開催の取締役会において、株式会社ゼンショーホールディングス（以下、「ゼンショー

ホールディングス」といいます。）が当社を完全子会社化するための株式交換を行うことを決議し、株式交換契約

を締結いたしました。

　その後、ゼンショーホールディングスの完全子会社である株式会社日本リテールホールディングス（以下、「日

本リテールホールディングス」といいます。）を株式交換の当事会社とすることが望ましいと判断し、2014年１月

21日開催の取締役会において、日本リテールホールディングスを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社

とする株式交換を行うことを決議し、同日、日本リテールホールディングスとの間で株式交換契約を締結いたしま

した。

　これにより、ゼンショーホールディングスを連結納税親会社とする連結納税制度が2015年３月期より適用される

見込みであることに伴い、連結納税子会社となる当社は、当第３四半期会計期間より、「連結納税制度を適用する

場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員会実務対応報告第５号）及び「連結納税

制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会実務対応報告第７号）

に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。

　なお、この会計処理により、繰延税金資産は697,486千円増加し、四半期純損失は697,486千円減少しておりま

す。
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(四半期貸借対照表関係)

※１ 前事業年度末が金融機関の休日であったため、債務の一部について期末日期日のものが前事業年度末

残高に含まれております。

　
前事業年度

(2013年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2013年12月31日)

買掛金 334,158千円 ―
 

（注）第１四半期会計期間より期末日が休日の場合は翌月初の支払いから営業日末の支払に変更しております。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
(自 2012年２月21日
至 2012年11月20日)

当第３四半期累計期間
(自 2013年４月１日
至 2013年12月31日)

減価償却費 186,449千円 139,693千円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自  2012年２月21日  至  2012年11月20日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自  2013年４月１日  至  2013年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しいため、記載を省

略しております。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

①  事業を譲り受ける相手先企業の名称及び事業の内容

相手先企業の名称    株式会社山口本店

事業の内容          食品スーパー事業並びにその関連事業

②  事業譲受を行った主な理由

当社及び当社の属するゼンショーグループの食品小売事業の拡大・強化において相乗効果が見込まれ

るため

③  事業譲受日

2013年11月１日

④  企業結合の法的形式

事業譲受

(2) 四半期累計期間に係る四半期損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

2013年11月１日から2013年12月31日まで

　
(3) 取得した事業の取得原価及びその内訳

取得の対価 365,000千円

取得に直接要した費用 ―

取得原価 365,000千円
 

　
　
(4) 企業結合に係る取得原価の配分における暫定的な処理

当第３四半期会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的な会計処理として、

その時点で入手可能な合理的情報に基づき、暫定的に算定された取得資産および負債の差額と取得の対

価との差額は、流動負債の「その他」に計上しております。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 2012年２月21日 至 2012年11月20日)及び当第３四半期累計期間(自 2013年４

月１日 至 2013年12月31日)

当社は、食料品・日用品雑貨を主体とした小売事業の展開とこれらの付随業務を事業内容とする単一

事業を行っているため、セグメント情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自  2012年２月21日
至  2012年11月20日)

当第３四半期累計期間
(自  2013年４月１日
至  2013年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △91.42円 △13.97円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失金額（△）(千円) △2,118,902 △323,713

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（△）(千円) △2,118,902 △323,713

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,178 23,177
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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あらた監査法人

指定社員
業務執行社員

　公認会計士   加　藤　真　美   　 印

指定社員
業務執行社員

　公認会計士   仲　澤　孝　宏   　 印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
2014年１月31日

株式会社マルヤ

取締役会  御中

 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社マルヤの2013年４月１日から2014年３月31日までの第52期事業年度の第３四半期会計期間（2013年10

月１日から2013年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（2013年４月１日から2013年12月31日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マルヤの2013年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。
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その他の事項

株式会社マルヤの2013年３月31日をもって終了した前事業年度の第３四半期会計期間及び第３四半期累計

期間に係る四半期財務諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー

及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期財務諸表に対して2013年１月４日付けで無限定の結

論を表明しており、また、当該財務諸表に対して2013年６月７日付けで無限定適正意見を表明している。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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